
 東京都パートナーシップ宣誓制度を受けた区の取組み 

【問合せ先】東京都パートナーシップ宣誓制度及び普及啓発について   子ども家庭部 男女共同参画課長 渡辺 電話 03-3341-0913   

区立住宅への入居及び不動産事業者への働きかけについて  都市計画部 住宅課長 堀里 電話 03-5273-3759 

医療機関への働きかけについて              健康部 健康政策課長 向 電話 03-5273-3016 

 

○区立住宅への入居 

東京都では、「東京都都営住宅条例」を改正し、都営住宅の使用者の資格に、東京都パートナーシップ

宣誓制度等の証明を受けたパートナーシップ関係の相手方と同居している者や同居しようとする者を加え

ました。 

区においても、「新宿区立住宅管理条例」を改正し、区立住宅にパートナーシップ関係の方も入居でき

るようにします。 
 

【条例改正の概要】 

区立住宅に入居できる同居者は、民法上の親族であることを 

要件としていましたが、条例改正により使用資格に「東京都パ 

ートナーシップ宣誓制度の証明を受けたパートナーシップ関係 

の相手方」を新たに加えます。 
 

【条例改正から住宅の募集まで（予定）】 

・ 令和４年 ９月下旬・・・第３回区議会定例会 

へ条例（案）上程 

・ 令和４年１１月１日・・・条例施行（議決後） 

・ 令和４年１１月中旬・・・区立住宅（区営住宅） 

の募集 

・ 令和４年１２月上旬・・・区立住宅（子育て住宅） 

の募集 

 

○普及啓発 

● 東京都が作成するパートナーシップ宣誓制度に関する 

カード型のチラシやパンフレット等を区役所窓口や区 

施設で配布します。 

● 東京都パートナーシップ宣誓制度を広報新宿や区ホー 

ムページ、ＳＮＳ（LINE、Twitter、Facebook）で周知 

します。 

 ● 区内の不動産事業者や医療機関に対して、東京都パート 

ナーシップ宣誓制度の趣旨への理解が進むよう、働きか 

けを行います。 

 
 

 

東京都は、パートナーシップ関係にあることを宣誓し、届出されたことに対して証明書を発行する「東

京都パートナーシップ宣誓制度」を創設し、令和４年１１月から運用開始します。 

【対象】 

双方又はいずれか一方が性的マイノリティであり、互いを人生のパートナーとして、相互の人権を尊重

し、日常の生活において継続的に協力し合うことを約した二者 

【手続】 

手続は、原則オンラインで実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【スケジュール】 

・令和４年１０月１１日・・・届出受付開始（予定） 

・令和４年１１月１日・・・・制度運用開始（予定） 

      令和４年第３回区議会定例会記者会見 参考資料３  

（受理証明書のイメージ）   

（申請画面のイメージ）   
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（東京都ＨＰから作成） 

 


